
●申請必要書類：以下の表及び次ページ以降に記載する書類
対象者 必要書類 省略の可否

✕

✕

✕

○

✕

✕

○

○

標準修業年限
超過者

✕

●独立生計者について

①所得税法上，父母等（配偶者を除く）の扶養家族でない者

②父母等と別居している者

③健康保険において，本人又は配偶者が被保険者になっている者

④本人又は配偶者に収入があり，その収入について所得証明書が発行される者

●提出済み重複書類の省略について

必要書類チェックリスト【日本人学生用】

申請者全員

「２０２３年度後期分授業料免除及び徴収猶予申請書／兼
　　（留学生）２０２３年度後期分授業料免除及び徴収猶予申請書（E枠）」（様式1）
※申請理由欄は「□　新型コロナウイルス感染症の影響によって家計が急変した」
を選択してください。

「授業料免除等不足書類請求書」（様式10）

コロナウイルス感染症の影響に伴い家計が急変したことの証明書
  減収対象者に関する以下の①及び②～④のいずれか提出してください。
　※独立生計者を除き，就学者は対象となりません。
　①申請前３ヵ月分の収入額（給与明細・帳簿等の写し）【全員】
以下②～④のいずれか
　②コロナ禍による解雇や休業の場合は，その事実がわかるもの（写）
　③国や地方公共団体が実施する公的支援受給証明書(写）
　④アルバイト収入者の場合，コロナによる減収であるとの勤務先による証明

「同一生計者全員の住民票」【原本】
※世帯全員分である旨の証明があるもの

「前年分所得（課税）証明書・非課税証明書」【原本】
※就学者を除く18歳以上の世帯全員分（無収入者含む）が必要です。
※収入に関する書類（源泉徴収票等）と別に必ず全員分提出してください。
※住民税の課税状況や扶養控除人数が記載されたものを取り寄せてください。

（新型コロナウイルス感染症による家計急変）

以下の要件を満たす日本人の大学院生のみ申請できます。（その他詳細は様式７を参照）

　前回授業料免除等を申請した場合，該当書類の提出を省略することができます。「省略の可否」欄記載の記号につい
ては，以下のとおりです。

　　　　○：前期に提出済の場合は省略可能　　  ✕：省略不可（今回分または最新分を提出）

「独立生計者申告書」（様式7）

「標準修業年限超過者の授業料免除等出願対象事由調査書」（学生作成用）及び
（指導教員作成用）
※通常の在学年限（学部：4年，博士前期：2年，博士後期：3年）を超えて在学する
　方は全員提出してください。休学や留学といった理由による場合でも，年数を超
　えていれば必要です。

「父母等の扶養から外れていることを証明する書類」
以下のいずれかを提出してください。
　・父母等の前年分確定申告書第一表・第二表
　・父母等の前年分源泉徴収票
　・父母等の前年分所得証明書又は課税証明書
※上記の証明書類で現在の扶養状況が確認できない場合は，「給与所得者の扶
養控除等異動申告書」又は父母等の勤務先発行の「扶養していない証明書」をご
提出ください。

「本人及び配偶者の健康保険証（写）」

【大学院生のみ】
独立生計申請者



＊世帯の全員について該当する項目の書類をすべて提出してください。

　・独立生計申請者は、独立生計として申告する現世帯（本人含む）

●就学者・未就学児以外各人（独立生計申請者は本人含む） 省略の可否

申請日現在の状況 必要書類 発行元 ↓

給与収入者（パート・
アルバイト含む）
※勤務先が複数ある場
合，それぞれについて
書類が必要です。

YES

「給与支払（見込）額証明書」（様式2-1）
※就労所にて「様式2-1」の証明を受けられない場
合は，「給与年間見込額申告書」（様式2-2）に直近
３ヶ月分※の給与明細（写）を添えて提出してくださ
い。※減収対象者は減収前の給与明細を添付

【様式2-1】
勤め先の会社
【様式2-2】
申請者自身で作成

○

NO 「前年分源泉徴収票（写）」 勤め先の会社 ○

自営業者等（給与以
外の収入）

YES 「収入年額（推定）計算書」（形式自由）及び帳簿の
写し等

申請者自身で作成 ○

NO
「前年分確定申告書控（写）」
＊第一表・第二表とも

税務署 ○

日本学術振興会特別
研究員の人，TA・RA
の収入がある人

「収入額がわかる書類」
日本学術振興会又
は勤務した大学等

○

年金（老齢・障害・遺
族等各種）受給者

「年金振込（改定）通知書（写）」【最新分】
※複数の年金がある場合，それぞれの分を提出

日本年金機構等 ○

休職中の人
「休職中であることがわかる書類」及び，給与・手当
等が支給される場合は「支給額がわかる書類」

勤め先の会社 ○

失業保険を受けている 「雇用保険受給資格者証（両面写）」 公共職業安定所 ○

仕送りを受けている 仕送りを受けた金額がわかる預金通帳の通帳等 申請者自身で作成 ○

退職金 「退職金額・支給時期のわかる書類」 退職した会社 ○

保険金 「保険金額・支払時期のわかる書類」 保険会社等 ○

資産譲渡による所得 「資産譲渡された日・金額のわかる書類」 契約書等 ○

山林所得 「山林所得の支払日・金額がわかる書類」 契約書等 ○

児童手当 「児童手当の認定通知，支給通知等（写）」【最新分】 市役所等 ○

児童扶養手当 「児童扶養手当証書（写）」【最新分】 市役所等 ○

労災補償保険 「支給決定通知，支払振込通知（写）」【最新分】 労働基準監督署等 ○

傷病手当 「傷病手当金支給決定通知書（写）」【最新分】 健康保険組合等 ○

「退職証明書」（様式3） 退職した会社 ○

「廃業したことを証明する書類」 税務署 ○

●本人除く就学者及び未就学児

大学・大学院・高専・
専修（高等・専門）学
校・高校在学者

YES 「国立大学又は国立学校授業料免除等申請状況証
明書」（様式6）
　※姉妹が本学に在学中の場合は必要ありません。

ご家族が在学する
国立学校

○

NO 「在学証明書」または生徒証・学生証の写 ご家族が在学する学校 ○

小・中学生・未就学児 書類不要

専修（一般・各種）学
校・予備校在学者，科
目等履修生・研究生

「就学者」に含まれないため，「就学者・未就学児以
外」各欄の該当書類を提出

裏面へ

国立大学・国立学校ですか

必要書類チェックリスト【日本人学生用】

前年1月2日以降に転職・就職し
ましたか

臨時所得のあった人
(申請前6ヶ月以内)

種
類

各種手当（給与と別
に受給しているもの）
受給者

種
類

前年1月2日以降に退
職・廃業した（する予
定の）人

退職者

自営業廃業者

前年１月2日以降に現在の事業
を開始しましたか



●該当する世帯のみ提出

「障害者手帳（写）」 市役所等 ○

「要介護・要支援認定通知書（写）」 市役所等 ○

「長期療養費申告書」（様式4）及び以下の証明書類
＊医師の診断書等病名のわかる書類
＊介護認定等受けている場合は「要介護・要支援認
　 定通知書（写）」
＊医療費等の領収書（1年以内のもの）
＊その他健康保険等による補填額がわかる書類や
　 介護サービス利用時の自己負担額がわかる書類

【様式4】
申請者自身で作成
【診断書】
病院等
【認定通知書】
市役所等

○
※

※様式4は省略不可

「主たる家計支持者別居に伴う諸経費等の申立書」
（様式5）及び以下の証明書類
＊光熱水道料金の明細の写し（直近3ヶ月分）
＊住宅賃料がわかる書類
＊住居費補助がある場合，その金額がわかる書類

申請者自身で作成
○
※

※様式5は省略不可

「生活保護扶助料受給証明書(写）」及び「保護決定
（変更）通知書（写）」【最新分】

市役所等 ○

「罹災証明書（写）」及び「被害総額がわかる書類」 市役所等 ○

「死亡診断書（写）」及び退職金・保険金の支払いが
あればその支払日・金額がわかる書類

病院等 ○

申請前1年以内に災害等に罹災した世帯

申請前1年以内に学資負担者が死亡した世帯

障害者等のいる世帯
障害者手帳の交付を受けた者

介護保険「要介護5級」認定者

6ヶ月以上の長期療養者がいる世帯

主たる家計支持者が単身赴任等で別居中の世帯
※下宿の兄弟等は該当しません

生活保護費受給世帯


